
大阪市立小学校 学校配置の適正化の推進のための指針 【概要】（平成 26年 3月） 

 
 
指針策定の主旨 

平成 22 年答申に基づき、児童のより良い教育環境の整備を図るため、区長と教育委員会が連携し、保護

者や地域住民を主体とした適正化の取組みをより円滑に推進することが重要であり、本指針を策定する。 
 
Ⅰ これまでの経過 

○平成 16年答申では児童数が 120名を下回る小学校については、今後、何らかの方策を検討すべき 

 時期に来ており、特に複式学級を有する学校等については、その解消の検討を始めるべきである。 

                       大阪北小学校の扇町小学校との統合（平成 19年 4月） 
 
○平成20年答申では12～24学級を適正規模と再整理。全学年単学級の小学校を適正化の検討対象とし、

基本的には「統合」の手法により進めるべきである。 

                       極めて小規模な 3校より、順次、地域・保護者への説明を開始 

                       中津南小学校の中津小学校との統合（平成 22年 4月） 
 

○平成 22年答申では 11学級以下の小学校を適正化の対象として再整理。以下のとおり分類した上で、 

 児童数が 120名を下回る（分類①②に該当）小学校について、速やかに「統合」を進めるべきである。 

                       該当 6校について、地域・保護者への説明を開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 25年 12月に適正化の取組みをより円滑に推進するため、審議会より「大阪市立小学校学校配置の

適正化の推進に向けての意見書」を受ける。 
 

Ⅱ 児童数の推移及び現状 

 ○児童数等の推移   児童数は、昭和 54年度（約24万 2千人）と平成 26年度（約 11万 4千人）を比較す

れば半減しているにもかかわらず、学校数は反対に増加（290校→296校）。 
 

  ○大阪市の小学校の現状（平成 26年 5月 1日現在） 

 

 

                                                      全小学校２９６校 

 

※特に浪速、生野、西成区では 11 学級以下の

小学校が区内の学校数の半数を超えている。 

 

約３割（９０校）の小学校

が 11学級以下 <２３区> 

全学年が単学級 

分類①～④ 

(36校) <15区> 

７～11学級 

分類⑤・⑥ 

(54校) 

 

速やかに「統合」に向けた調整を 

進める必要がある小学校 

① 複式学級を有する小学校、もしくは複式学級

を有してはいないものの、全ての学年の児童

数が 20 名未満であり児童の男女比率に著し

い偏りがある学年を有する小学校 

② ①には該当しないが、児童数が 120名を下回

る状況であり、今後とも児童数が 120 名以上

に増加する見込みが立っていない小学校 

 

今後の児童数の推移を注視し 

順次取組みに着手する小学校 

③ 現在児童数が120名以上の状況ではあるが、

今後児童数が 120名を下回ることが見込まれ

る小学校 

④ ①～③には該当しないが、今後とも全学年単

学級の状況にあると見込まれる小学校 

⑤ 現在 7学級以上 11学級以下の状況ではある

が、今後全学年単学級の状況になることが見

込まれる小学校 

⑥ 今後、7学級以上11学級以下の状況にあると

見込まれる小学校 



 

Ⅲ 適正化に向けた今後の推進のための基本的な考え方 

平成 22 年答申を起点とし、児童の良好な教育環境の確保、教育活動の充実を図ることを目的に地域を

主体とした取組みを区長と教育委員会が連携して進める。 
 

 １ 対象校と取組みの優先順位 

対 象 校  11学級以下の小学校 

優先順位  分類①・②を最優先とし、原則、分類③～⑥については、より小規模化が進んでいる学校

から順次取組みを検討する。 

 ただし、分類⑥については、学級数、児童数を注視し、取組みの是非を見極める。 
 

 ２ 適正配置の手法 

基本的には、「統合」の手法により進め、場合によって、「校区の変更」についても検討する。 
 

 ３ 適正配置の基本的な考え方 

 適正配置対象校同士の統合を優先する。 

 適正配置対象校と適正規模校の統合は、適正規模校が存続校とする。 

 学校名は双方の地域に配慮して定める。 
 

４ 適正配置相手校の選択基準 

同一中学校区にあり、校区が隣接している小学校とする。 
  

 ５ 適正配置において満たすべき条件 

 原則、適正規模（12～24学級）になること。 

 教室数等の学校施設要件を満たすこと。 

 通学距離が概ね 2km以内になること。 

 通学路の安全面で支障をきたす事情等がないこと。 
 

 ６ 基本的な協議の進め方 

区長と教育委員会が連携して、児童の良好な教育環境を構築していくとの観点に立ち、保護者、地域

住民が主体となって、新しい学校づくりに関われるように取組みを進める。 
           

 ７ 統合を進める上で配慮すべき事項 

 児童の心理的な負担軽減策（交流事業等）に配慮する。 

 保護者に過度の経済的負担を与えないよう配慮する。 

 通学路の安全対策について関係機関（警察等）との十分な調整する。 
 

 ８ 統合校への教育環境等において配慮すべき事項 

 新しいコンセプトのもとで、学校の活性化・特色化を図る学校長からの提案を支援する。 

 閉校する学校の文化的な継承が図れるよう考慮する。 

 児童にきめ細かい対応ができるよう教員配置について配慮する。 
 

 ９ 統合によって廃校となる学校の跡地利用について 

 学校の跡地は、原則、売却を前提とした処分検討地であるが、その処分及び有効活用について、 

区長を中心とし、関係局が連携して計画的に進める。 

 これまで学校施設は、地元での重要な役割を果たしてきたことから、個々の地元住民の意見や要望

を聞くなど柔軟な対応を行い、慎重に方策を検討する。 


